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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体上に蛍光体層を有する放射線画像変換パネルにおいて、少なくとも１層の該蛍光体
層が気相法（気相堆積法ともいう）により５０μｍ～２０ｍｍの膜厚を有するように形成
され、該蛍光体層上にポリウレア保護膜が蒸着プロセスで形成され更に加熱処理され、該
蛍光体層上保護膜の屈折率が１．６１～１．７０であることを特徴とする放射線画像変換
パネル。
【請求項２】
前記蛍光体が下記一般式（１）で表される化合物であることを特徴とする請求項１に記載
の放射線画像変換パネル。
　一般式（１）
　Ｍ１Ｘ・ａＭ２Ｘ′２・ｂＭ３Ｘ″３：ｅＡ
　〔式中、Ｍ１はＬｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ及びＣｓから選ばれる少なくとも１種のアルカリ
金属原子であり、Ｍ２はＭ１以外のＬｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ及びＣｓから選ばれる少なくと
も１種のアルカリ金属原子であり、Ｍ３はＹ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅ
ｕ、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ及びＬｕから選ばれる少なくとも一種の
三価金属原子であり、Ｘ、Ｘ′およびＸ″はＦ、Ｃｌ、Ｂｒ及びＩから選ばれる少なくと
も１種のハロゲン原子であり、Ａは、Ｅｕ、Ｔｂ、Ｉｎ、Ｃｓ、Ｃｅ、Ｔｍ、Ｄｙ、Ｐｒ
、Ｈｏ、Ｎｄ、Ｙｂ、Ｅｒ、Ｇｄ、Ｌｕ、Ｓｍ、Ｙ、からなる群から選ばれる少なくとも
１種の希土類元素であり、また、ａ、ｂ、ｅはそれぞれ０≦ａ＜０．５、０≦ｂ＜０．５
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、０＜ｅ≦０．２の範囲の数値を表す。〕
【請求項３】
支持体上に蛍光体層を有する放射線画像変換パネルの製造方法において、少なくとも１層
の該蛍光体層が気相法（気相堆積法ともいう）により５０μｍ～２０ｍｍの膜厚を有する
ように形成され、該蛍光体層上にポリウレア保護膜が蒸着プロセスで形成され更に加熱処
理され、該蛍光体層上にイソシアネートとポリアミンの比率、芳香族から脂肪族へ変更す
ることで保護膜の屈折率が１．６１～１．７０であることを特徴とする放射線画像変換パ
ネルの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は放射線画像変換パネル及び放射線画像変換パネルの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、放射線画像を得るために銀塩を使用した、いわゆる放射線写真法が利用されてい
るが、銀塩を使用しないで放射線画像を画像化する方法が開発されている。即ち、被写体
を透過した放射線を蛍光体に吸収せしめ、しかる後この蛍光体をある種のエネルギーで励
起してこの蛍光体が蓄積している放射線エネルギーを蛍光として放射せしめ、この蛍光を
検出して画像化する方法が開示されている。
【０００３】
　具体的な方法としては、支持体上に輝尽性蛍光体層を儲けたパネルを用い、励起エネル
ギーとして可視光線および赤外線の一方または両方を用いる放射線画像変換方法が知られ
ている（例えば、特許文献１を参照）。
【０００４】
　より高輝度、高感度の輝尽性蛍光体を用いた放射線画像変換方法として、例えば特開昭
５９－７５２００号等に記載されているＢａＦＸ：Ｅｕ2+系（Ｘ：Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）蛍光
体を用いた放射線画像変換方法、同６１－７２０８７号等に記載されているようなアルカ
リハライド蛍光体を用いた放射線画像変換方法、同６１－７３７８６号、６１－７３７８
７号等に記載のように、共賦活剤としてＴｌ+およびＣｅ3+、Ｓｍ3+、Ｅｕ3+、Ｙ3+、Ａ
ｇ+、Ｍｇ2+、Ｐｂ2+、Ｉｎ3+の金属を含有するアルカリハライド蛍光体が開発されてい
る。
【０００５】
　更に近年、診断画像の解析においてより高鮮鋭性の放射線画像変換パネルが要求されて
いる。鮮鋭性改善の為の手段として、例えば形成される輝尽性蛍光体の形状そのものをコ
ントロールし感度及び鮮鋭性の改良を図る試みがされている。
【０００６】
　これらの試みの１つとして、例えば特開昭６１－１４２４９７号等において行われてい
る様な、微細な凹凸パターンを有する支持体上に輝尽性蛍光体を堆積させ形成した微細な
擬柱状ブロックからなる輝尽性蛍光体層を用いる方法がある。
【０００７】
　また、特開昭６１－１４２５００号に記載のように微細なパターンを有する支持体上に
、輝尽性蛍光体を堆積させて得た柱状ブロック間のクラックをショック処理を施して更に
発達させた輝尽性蛍光体層を有する放射線画像変換パネルを用いる方法、更には、特開昭
６２－３９７３７号に記載されたような、支持体の面に形成された輝尽性蛍光体層にその
表面側から亀裂を生じさせ擬柱状とした放射線画像変換パネルを用いる方法、更には、特
開昭６２－１１０２００号に記載のように、支持体の上面に蒸着により空洞を有する輝尽
性蛍光体層を形成した後、加熱処理によって空洞を成長させ亀裂を設ける方法等も提案さ
れている。
【０００８】
　更に、気相堆積法によって支持体上に、支持体の法線方向に対し一定の傾きをもった細
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長い柱状結晶を形成した輝尽性蛍光体層を有する放射線画像変換パネルが提案されている
。（例えば、特許文献２を参照）
　最近ではＣｓＢｒなどのハロゲン化アルカリを母体にＥｕを賦活した輝尽性蛍光体を用
いた放射線画像変換パネルが提案され、特にＥｕを賦活剤とすることで従来得られていな
かった高いＸ線変換効率を導き出すことが可能となった。
【０００９】
　しかしながら、ＣｓＢｒ：Ｅｕ蛍光体層を形成するには蒸着方式にて膜形成することが
求められる。蒸着膜形成では膜厚分布制御を行うために精度の高い基板－蒸発源の配置を
して、物理的な位置を工夫することで高い精度の膜厚分布を実現させている。
【００１０】
　特にＣｓＢｒ：ＥｕではＥｕの熱による拡散が顕著であり、真空下における蒸気圧も高
いために離散するなどにより母体中のＥｕの存在を遍在させる問題があり、蒸着機方法、
基板材質が膜の均一性に重要となっている。
【００１１】
　特に大面積であり、厚膜化し性能を向上させるには基材及び蛍光体層の密着の均一性が
重要である。基材表面に樹脂が存在するとその樹脂の製造プロセスにより残留溶媒や揮発
性成分が多数存在するために、蛍光体成膜時に揮発成分が発生し真空度を変化させ、膜変
動の原因となる。
【００１２】
　本発明では上記膜変動を抑制するためにｄｒｙプロセスを駆使し、基材表面及び蛍光体
層更には保護層を形成すること密着性の優れた放射線画像変換パネルを形成することがで
きた。
【００１３】
　本発明の目的は放射線画像変換パネルとして市場から要求される輝度、鮮鋭性の改善に
見合う製造上の均一性に改良を行う点にある。
【特許文献１】米国特許第３，８５９，５２７号明細書
【特許文献２】特開平２－５８０００号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明の目的は、製造上の均一性に優れ、且つ、高輝度、高鮮鋭性を示す放射線画像変
換パネル及び前記放射線画像変換パネルの製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明の上記目的は以下の構成により達成される。
【００１６】
　（１）
支持体上に蛍光体層を有する放射線画像変換パネルにおいて、少なくとも１層の該蛍光体
層が気相法（気相堆積法ともいう）により５０μｍ～２０ｍｍの膜厚を有するように形成
され、該蛍光体層上にポリウレア保護膜が蒸着プロセスで形成され更に加熱処理され、該
蛍光体層上保護膜の屈折率が１．６１～１．７０であることを特徴とする放射線画像変換
パネル。
　（２）
前記蛍光体が下記一般式（１）で表される化合物であることを特徴とする（１）に記載の
放射線画像変換パネル。
　一般式（１）
　Ｍ１Ｘ・ａＭ２Ｘ′２・ｂＭ３Ｘ″３：ｅＡ
　〔式中、Ｍ１はＬｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ及びＣｓから選ばれる少なくとも１種のアルカリ
金属原子であり、Ｍ２はＭ１以外のＬｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ及びＣｓから選ばれる少なくと
も１種のアルカリ金属原子であり、Ｍ３はＹ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅ
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ｕ、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ及びＬｕから選ばれる少なくとも一種の
三価金属原子であり、Ｘ、Ｘ′およびＸ″はＦ、Ｃｌ、Ｂｒ及びＩから選ばれる少なくと
も１種のハロゲン原子であり、Ａは、Ｅｕ、Ｔｂ、Ｉｎ、Ｃｓ、Ｃｅ、Ｔｍ、Ｄｙ、Ｐｒ
、Ｈｏ、Ｎｄ、Ｙｂ、Ｅｒ、Ｇｄ、Ｌｕ、Ｓｍ、Ｙ、からなる群から選ばれる少なくとも
１種の希土類元素であり、また、ａ、ｂ、ｅはそれぞれ０≦ａ＜０．５、０≦ｂ＜０．５
、０＜ｅ≦０．２の範囲の数値を表す。〕
　（３）
支持体上に蛍光体層を有する放射線画像変換パネルの製造方法において、少なくとも１層
の該蛍光体層が気相法（気相堆積法ともいう）により５０μｍ～２０ｍｍの膜厚を有する
ように形成され、該蛍光体層上にポリウレア保護膜が蒸着プロセスで形成され更に加熱処
理され、該蛍光体層上にイソシアネートとポリアミンの比率、芳香族から脂肪族へ変更す
ることで保護膜の屈折率が１．６１～１．７０であることを特徴とする放射線画像変換パ
ネルの製造方法。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明による放射線画像変換パネル及び前記放射線画像変換パネルの製造方法は製造上
の均一性に優れ、且つ、高輝度、高鮮鋭性を示し優れた効果を有する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明を更に詳細に説明する。
【００２２】
　支持体上に蛍光体層を有する放射線画像変換パネルにおいて、少なくとも１層の該蛍光
体層が気相法（気相堆積法ともいう）により５０μｍ～２０ｍｍの膜厚を有するように形
成され、該蛍光体層上にポリウレア保護膜が蒸着プロセスで形成され更に加熱処理され、
該蛍光体層上保護膜の屈折率が１．６１～１．７０であることを特徴とする放射線画像変
換パネルであり、これらの構成により本発明の目的を達成できたのである。
【００２５】
　理由は定かではないが、ポリウレア保護膜を用いた場合、柱状結晶がライトガイド効果
をもたらすために結晶間の保護膜を経由した光学的な連続性を防止することができ、全反
射条件でのライトガイド効果を得ることができ、本発明の効果をより奏する点で好ましい
。
【００２６】
　また、ポリウレア保護膜のイソシアネートとポリアミンの比率、芳香族から脂肪族へ変
更することで屈折率を１．２～２．０まで変化させることが可能である。
【００２７】
　また、本発明においては、蒸着プロセスにより保護膜を蛍光体層上に設けることを特徴
としている。
【００２８】
　ＣｓＢｒ蛍光体成膜では蒸着プロセスで蛍光体膜形成を行う。輝度鮮鋭性の優れた結晶
として柱状結晶を形成してことがポイントである。
【００２９】
　本発明者らは、光ライトガイド効果を上げるために柱状としては結晶性の良い、先端径
数ミクロンで形成された柱状結晶を形成することが望ましい。この柱状結晶は蒸着チャン
バー内で真空化で形成を行うと、成膜後大気下の取り出しでは表面に水分を吸着し、性能
が低下する問題が有ることを見いだし、性能を高めるために柱状結晶先端径を細くすると
より毛細管影響による吸着影響が現れ、この影響を防止するために連続成膜による吸着防
止保護膜形成が有効であることを見いだした。
【００３０】
　ポリイソシアネートとポリアミンの組成比、及び芳香族脂肪族を組み合わせることで屈
折率を任意にコントロールすることが可能となり、応力緩和を行いながら透明性を維持す
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ることが可能とする。
【００３１】
　上記膜応力緩和手法として蒸着終了後の加熱手法を通じて緩衝効果がより得られる。
【００３２】
　本発明に好ましく用いられる、前記一般式（１）において、Ｍ1は、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、
Ｒｂ及びＣｓから選ばれる少なくとも一種のアルカリ金属原子を表し、Ｒｂ及びＣｓから
選ばれるアルカリ土類金属原子が好ましく、更に好ましく用いられるのはＣｓである。
【００３３】
　Ｍ3はＹ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅ
ｒ、Ｔｍ、Ｙｂ及びＬｕから選ばれる三価の金属原子を表すが、中でも好ましく用いられ
るのは、Ｙ、Ｃｅ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ａｌ、Ｌａ、Ｇｄ、Ｌｕ、Ｇａ及びＩｎから選ばれる三
価の金属原子である。
【００３４】
　蛍光体の輝尽発光輝度向上の観点から、Ｘ、Ｘ′およびＸ″はＦ、Ｃｌ、ＢｒおよびＩ
から選ばれる少なくとも一種のハロゲン原子であるが、Ｆ、Ｃｌ及びＢｒから選ばれる少
なくとも一種のハロゲン原子が好ましく、更に好ましく用いられるのは、Ｂｒ及びＩから
選ばれるハロゲン原子である。
【００３５】
　また、一般式（１）において、ｂ値は０≦ｂ＜０．５であるが、好ましくは、０≦ｂ≦
１０-2である。
【００３６】
　前記一般式（１）で表される蛍光体は、例えば以下に述べる製造方法により製造される
。
【００３７】
　まず蛍光体原料として、以下の組成となるように炭酸塩に酸（ＨＩ、ＨＢｒ、ＨＣｌ、
ＨＦ）を加え混合攪拌してた後、中和点にて濾過を行い得られたのちの炉液の水分を蒸発
気化させて以下の結晶を作製する。
【００３８】
　一般式（１）において
　（ａ）ＮａＦ、ＮａＣｌ、ＮａＢｒ、ＮａＩ、ＫＦ、ＫＣｌ、ＫＢｒ、ＫＩ、ＲｂＦ、
ＲｂＣｌ、ＲｂＢｒ、ＲｂＩ、ＣｓＦ、ＣｓＣｌ、ＣｓＢｒ、ＣｓＩのうちの１種もしく
は２種以上、
　（ｂ）ＭｇＦ2、ＭｇＣｌ2、ＭｇＢｒ2、ＭｇＩ2、ＣａＦ2、ＣａＣｌ2、ＣａＢｒ2、
ＣａＩ2、ＳｒＦ2、ＳｒＣＩ2、ＳｒＢｒ2、ＳｒＩ2、ＢａＦ2、ＢａＣｌ2、ＢａＢｒ2、
ＢａＢｒ2・２Ｈ2Ｏ、ＢａＩ2、ＺｎＦ2、ＺｎＣｌ2、ＺｎＢｒ2、ＺｎＩ2、ＣｄＦ2、Ｃ
ｄＣｌ2、ＣｄＢｒ2、ＣｄＩ2、ＣｕＦ2、ＣｕＣｌ2、ＣｕＢｒ2、ＣｕＩ、ＮｉＦ2、Ｎ
ｉＣｌ2、ＮｉＢｒ2、ＮｉＩ2のうち１種もしくは２種以上、及び
　（ｃ）は、Ｅｕ、Ｔｂ、Ｉｎ、Ｃｓ、Ｃｅ、Ｔｍ、Ｄｙ、Ｐｒ、Ｈｏ、Ｎｄ、Ｙｂ、Ｅ
ｒ、Ｇｄ、Ｌｕ、Ｓｍ、Ｙ、Ｔｌ、Ｎａ、Ａｇ、Ｃｕ及びＭｇから選ばれる金属原子を有
する賦活剤原料が用いられる。
【００３９】
　化学量論的に一般式（Ｉ）で示される蛍光体において、０≦ａ＜０．５好、ましくは０
≦ａ＜０．０１、０≦ｂ＜０．５、好ましくは０≦ｂ≦１０－２、０＜ｅ≦０．２、好ま
しくは０＜ｅ≦０．１。
【００４０】
　上記の数値範囲の混合組成になるように前記（ａ）～（ｃ）の蛍光体原料を秤量し、純
水にて溶解する。
この際、乳鉢、ボールミル、ミキサーミル等を用いて充分に混合しても良い。
【００４１】
　次に、得られた水溶液のｐＨ値を調整するように所定の酸を加えた後、水分を蒸発気化
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させる。
【００４２】
　次に、得られた原料混合物を石英ルツボ或いはアルミナルツボ等の耐熱性容器に充填し
て電気炉中で焼成を行う。焼成温度は５００乃至１０００℃が適当である。焼成時間は原
料混合物の充填量、焼成温度等によって異なるが、一般には０．５乃至６時間が適当であ
る。焼成雰囲気としては少量の水素ガスを含む窒素ガス雰囲気、少量の一酸化炭素を含む
炭酸ガス雰囲気等の弱還元性雰囲気、窒素ガス雰囲気、アルゴンガス雰囲気等の中性雰囲
気或いは少量の酸素ガスを含む弱酸化性雰囲気が好ましい。尚、前記の焼成条件で一度焼
成した後、焼成物を電気炉から取り出して粉砕し、しかる後、焼成物粉末を再び耐熱性容
器に充填して電気炉に入れ、前記と同じ焼成条件で再焼成を行えば蛍光体の発光輝度を更
に高めることができる、また、焼成物を焼成温度より室温に冷却する際、焼成物を電気炉
から取り出して空気中で放冷することによっても所望の蛍光体を得ることができるが、焼
成時と同じ、弱還元性雰囲気もしくは中性雰囲気のままで冷却してもよい。また、焼成物
を電気炉内で加熱部より冷却部へ移動させて、弱還元性雰囲気、中性雰囲気もしくは弱酸
化性雰囲気で急冷することにより、得られた蛍光体の輝尽による発光輝度をより一層高め
ることができる。
【００４３】
　また、本発明に係る蛍光体層は気相成長法（気相堆積法ともいう）によって形成される
。
【００４４】
　蛍光体の気相成長法としては蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、そ
の他を用いることができる。
【００４５】
　第１の方法としての蒸着法においては、まず支持体を蒸着装置内に設置した後装置内を
排気して１．３３３×１０－４Ｐａ程度の真空度とする。次いで、前記蛍光体の少なくと
も一つを抵抗加熱法、エレクトロンビーム法等の方法で加熱蒸発させて前記支持体表面に
蛍光体を所望の厚さに成長させる。
【００４６】
　この結果、結着剤を含有しない蛍光体層が形成されるが、前記蒸着工程では複数回に分
けて蛍光体層を形成することも可能である。また、前記蒸着工程では複数の抵抗加熱器あ
るいはエレクトロンビームを用いて共蒸着し、支持体上で目的とする蛍光体を合成すると
同時に蛍光体層を形成することも可能である。
【００４７】
　蒸着終了後、必要に応じて前記蛍光体層の支持体側とは反対の側に保護層を設けること
により本発明の放射線画像変換パネルが製造される。尚、保護層上に蛍光体層を形成した
後、支持体を設ける手順をとってもよい。
【００４８】
　さらに前記蒸着法においては、蒸着時、必要に応じて被蒸着物（支持体あるいは保護層
）を冷却あるいは加熱してもよい。また、蒸着終了後蛍光体層を加熱処理してもよい。ま
た、前記蒸着法に於いては必要に応じてＯ２、Ｈ２等のガスを導入して反応性蒸着を行っ
てもよい。
【００４９】
　第２の方法としてのスパッタリング法においては、蒸着法と同様に支持体をスパッタリ
ング装置内に設置した後装置内を一旦排気して１．３３３×１０－４Ｐａ程度の真空度と
し、次いでスパッタリング用のガスとしてＡｒ、Ｎｅ等の不活性ガスをスパッタリング装
置内に導入して１．３３３×１０－１Ｐａ程度のガス圧とする。次に、前記蛍光体をター
ゲットとして、スパッタリングすることにより、前記支持体表面に蛍光体層を所望の厚さ
に成長させる。
【００５０】
　前記スパッタリング工程では蒸着法と同様に各種の応用処理を用いることができる。
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【００５１】
　第３の方法としてＣＶＤ法がある。また、第４の方法としてイオンプレーティング法が
ある。
【００５２】
　また、前記気相成長における蛍光体層の成長速度は０．０５μｍ／分～３００μｍ／分
であることが好ましい。成長速度が０．０５μｍ／分未満の場合には本発明の放射線画像
変換パネルの生産性が低く好ましくない。また成長速度が３００μｍ／分を越える場合に
は成長速度のコントロールがむずかしく好ましくない。放射線画像変換パネルを、前述の
真空蒸着法、スパッタリイング法などにより得る場合には、結着剤が存在しないので蛍光
体の充填密度を増大でき、感度、解像力の上で好ましい放射線画像変換パネルが得られる
。
【００５３】
　前記蛍光体層の乾燥厚みは、放射線画像変換パネルの使用目的によって、また蛍光体の
種類により変化するが、本発明に記載の効果を得る観点から５０μｍ以上の膜厚が必要で
あり、好ましくは、５０μｍ～３００ｍｍであり、更に好ましくは、１００μｍ～５００
μｍであり、特に好ましくは、４００～５００μｍである。
【００５４】
　上記の気相成長法による蛍光体層の作製にあたり、蛍光体層が形成される支持体の温度
は、１００℃以上に設定することが好ましく、更に好ましくは、１５０℃以上であり、特
に好ましくは１５０℃～４００℃である。
【００５５】
　本発明の放射線画像変換パネルに係る蛍光体層は、支持体上に前記一般式（１）または
前記一般式（２）で表される蛍光体を気相成長させて形成されるが、層形成時に該蛍光体
が柱状結晶を形成することが好ましい。
【００５６】
　蒸着、スパッタリング等の方法で柱状の蛍光体層を形成するために、前記一般式（１）
で表されるような蛍光体材料が用いられるが、前記一般式（２）で表される蛍光体が好ま
しく用いられるが、中でも、ＣｓＢｒ系蛍光体が特に好ましく用いられる。
【００５７】
　この様にして支持体上に形成した蛍光体層は、結着剤を含有していないので、指向性に
優れており、輝尽励起光及び輝尽発光の指向性が高く、蛍光体を結着剤中に分散した分散
型の蛍光体層を有する放射線画像変換パネルより層厚を厚くすることができる。更に輝尽
励起光の蛍光体層中での散乱が減少することで像の鮮鋭性が向上する。
【００５８】
　又、柱状結晶間の間隙に結着剤等充填物を充填してもよく、蛍光体層の補強となるほか
、高光吸収の物質、高光反射率の物質等を充填してもよい、これにより前記補強効果をも
たせるほか、蛍光体層に入射した輝尽励起光の横方向への光拡散の低減に有効である。
【００５９】
　高反射率の物質とは、輝尽励起光（５００～９００ｎｍ、特に６００～８００ｎｍ）に
対する反射率の高いものをいい例えばアルミニウム、マグネシウム、銀、インジウムその
他の金属など、白色顔料及び緑色から赤色領域の色材を用いることができる。
【００６０】
　白色顔料は輝尽発光も反射することができる。白色顔料として、ＴｉＯ2（アナターゼ
型、ルチル型）、ＭｇＯ、ＰｂＣＯ3・Ｐｂ（ＯＨ）2、ＢａＳＯ4、Ａｌ2Ｏ3、Ｍ（II）
ＦＸ（但し、Ｍ（II）はＢａ、Ｓｒ及びＣａの中の少なくとも一種であり、ＸはＣｌ、及
びＢｒのうちの少なくとも一種である。）、ＣａＣＯ3、ＺｎＯ、Ｓｂ2Ｏ3、ＳｉＯ2、Ｚ
ｒＯ2、リトポン（ＢａＳＯ4・ＺｎＳ）、珪酸マグネシウム、塩基性珪硫酸塩、塩基性燐
酸鉛、珪酸アルミニウムなどがあげられる。これらの白色顔料は隠蔽力が強く、屈折率が
大きいため、光を反射したり、屈折させることにより輝尽発光を容易に散乱し、得られる
放射線画像変換パネルの感度を顕著に向上させうる。
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【００６１】
　また、高光吸収率の物質としては、例えば、カーボン、酸化クロム、酸化ニッケル、酸
化鉄など及び青の色材が用いられる。このうちカーボンは輝尽発光も吸収する。
【００６２】
　また、色材は、有機若しくは無機系色材のいずれでもよい。有機系色材としては、ザボ
ンファーストブルー３Ｇ（ヘキスト製）、エストロールブリルブルーＮ－３ＲＬ（住友化
学製）、Ｄ＆ＣブルーＮｏ．１（ナショナルアニリン製）、スピリットブルー（保土谷化
学製）、オイルブルーＮｏ．６０３（オリエント製）、キトンブルーＡ（チバガイギー製
）、アイゼンカチロンブルーＧＬＨ（保土ヶ谷化学製）、レイクブルーＡＦＨ（協和産業
製）、プリモシアニン６ＧＸ（稲畑産業製）、ブリルアシッドグリーン６ＢＨ（保土谷化
学製）、シアンブルーＢＮＲＣＳ（東洋インク製）、ライオノイルブルーＳＬ（東洋イン
ク製）等が用いられる。またカラーインデクスＮｏ．２４４１１、２３１６０、７４１８
０、７４２００、２２８００、２３１５４、２３１５５、２４４０１、１４８３０、１５
０５０、１５７６０、１５７０７、１７９４１、７４２２０、１３４２５、１３３６１、
１３４２０、１１８３６、７４１４０、７４３８０、７４３５０、７４４６０等の有機系
金属錯塩色材もあげられる。無機系色材としては群青、コバルトブルー、セルリアンブル
ー、酸化クロム、ＴｉＯ2－ＺｎＯ－Ｃｏ－ＮｉＯ系顔料があげられる。
【００６３】
　本発明の放射線パネルに用いる支持体
　本発明の放射線画像変換パネルに用いられる支持体としては各種のガラス、高分子材料
、金属等が用いられるが、例えば石英、ホウ珪酸ガラス、化学的強化ガラスなどの板ガラ
ス、又、セルロースアセテートフィルム、ポリエステルフィルム、ポリエチレンテレフタ
レートフィルム、ポリアミドフィルム、ポリイミドフィルム、トリアセテートフィルム、
ポリカーボネートフィルム等のプラスチックフィルム、アルミニウムシート、鉄シート、
銅シート等の金属シート或いは該金属酸化物の被覆層を有する金属シートが好ましい。
【００６４】
　これら支持体の表面は滑面であってもよいし、蛍光体層との接着性を向上させる目的で
マット面としてもよい。
【００６５】
　また、本発明においては、支持体と蛍光体層の接着性を向上させるために、必要に応じ
て支持体の表面に予め接着層を設けてもよい。これら支持体の厚みは用いる支持体の材質
等によって異なるが、一般的には８０μｍ～２０００μｍであり、取り扱い上の観点から
、更に好ましいのは８０μｍ～１０００μｍである。
【００６６】
　また、本発明に係る蛍光体層は、保護層を有していても良い。
【００６７】
　画像変換パネルの構成の１例を示す概略図である。
【００６８】
　図１において２１は放射線発生装置、２２は被写体、２３は蛍光体を含有する可視光な
いし赤外光蛍光体層を有する放射線画像変換パネル、２４は放射線画像変換パネル２３の
放射線潜像を輝尽発光として放出させるための輝尽励起光源、２５は放射線画像変換パネ
ル２３より放出された輝尽発光を検出する光電変換装置、２６は光電変換装置２５で検出
された光電変換信号を画像として再生する装置、２７は再生された画像を表示する装置、
２８は光源２４からの反射光をカットし、放射線画像変換パネル２３より放出された光の
みを透過させるためのフィルタである。尚、図３は被写体の放射線透過像を得る場合の例
であるが、被写体１２自体が放射線を放射する場合には、前記放射線発生装置２１は特に
必要ない。また、光電変換装置２５以降は放射線画像変換パネル２３からの光情報を何ら
かの形で画像として再生できるものであればよく、前記に限定されない。
【００６９】
　図１に示されるように、被写体２２を放射線発生装置２１と放射線画像変換パネル２３
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の間に配置し放射線Ｒを照射すると、放射線Ｒは被写体２２の各部の放射線透過率の変化
に従って透過し、その透過像ＲＩ（すなわち放射線の強弱の像）が放射線画像変換パネル
２３に入射する。この入射した透過像ＲＩは放射線画像変換パネル２３の蛍光体層に吸収
され、これによって蛍光体層中に吸収された放射線量に比例した数の電子及び／または正
孔が発生し、これが蛍光体のトラップレベルに蓄積される。すなわち放射線透過像のエネ
ルギーを蓄積した潜像が形成される。次にこの潜像を光エネルギーで励起して顕在化する
。すなわち可視あるいは赤外領域の光を照射する光源２４によって蛍光体層に照射してト
ラップレベルに蓄積された電子及び／または正孔を追い出し、蓄積されたエネルギーを輝
尽発光として放出せしめる。この放出された輝尽発光の強弱は蓄積された電子及び／また
は正孔の数、すなわち放射線画像変換パネル２３の蛍光体層に吸収された放射線エネルギ
ーの強弱に比例しており、この光信号を例えば光電子増倍管等の光電変換装置２５で電気
信号に変換し、画像処理装置２６によって画像として再生し、画像表示装置２７によって
この画像を表示する。画像処理装置２６は単に電気信号を画像信号として再生するのみで
なく、いわゆる画像処理や画像の演算、画像の記憶、保存等が出来るものを使用するとよ
り有効である。
【００７０】
　また、光エネルギーで励起する際、輝尽励起光の反射光と蛍光体層から放出される輝尽
発光とを分離する必要があることと、蛍光体層から放出される発光を受光する光電変換器
は一般に６００ｎｍ以下の短波長の光エネルギーに対して感度が高くなるという理由から
、蛍光体層から放射される輝尽発光はできるだけ短波長領域にスペクトル分布を持ったも
のが望ましい。本発明に係わる蛍光体の発光波長域は３００～５００ｎｍであり、一方輝
尽励起波長域は５００～９００ｎｍであるので前記の条件を同時に満たすが、最近、診断
装置のダウンサイジング化が進み、放射画像変換パネルの画像読み取りに用いられる励起
波長は高出力で且つ、コンパクト化が容易な半導体レーザが好まれ、そのレーザ光の波長
は６８０ｎｍであり、本発明の放射線画像変換パネルに組み込まれた蛍光体は、６８０ｎ
ｍの励起波長を用いた時に、極めて良好な鮮鋭性を示すものである。
【００７１】
　すなわち、本発明に係わる蛍光体はいずれも５００ｎｍ以下に主ピークを有する発光を
示し、輝尽励起光の分離が容易でしかも受光器の分光感度とよく一致するため、効率よく
受光できる結果、受像系の感度を固めることができる。
【００７２】
　輝尽励起光源２４としては、放射線画像変換パネル２３に使用される蛍光体の輝尽励起
波長を含む光源が使用される。特にレーザ光を用いると光学系が簡単になり、又、輝尽励
起光強度を大きくすることができるために輝尽発光効率をあげることができ、より好まし
い結果が得られる。
【００７３】
　レーザとしては、Ｈｅ－Ｎｅレーザ、Ｈｅ－Ｃｄレーザ、Ａｒイオンレーザ、Ｋｒイオ
ンレーザ、Ｎ2レーザ、ＹＡＧレーザ及びその第２高調波、ルビーレーザ、半導体レーザ
、各種の色素レーザ、銅蒸気レーザ等の金属蒸気レーザ等がある。通常はＨｅ－Ｎｅレー
ザやＡｒイオンレーザのような連続発振のレーザが望ましいが、パネル１画素の走査時間
とパルスを同期させればパルス発振のレーザを用いることもできる。又、フィルタ２８を
用いずに特開昭５９－２２０４６号に示されるような、発光の遅延を利用して分離する方
法によるときは、連続発振レーザを用いて変調するよりもパルス発振のレーザを用いる方
が好ましい。
【００７４】
　上記の各種レーザ光源の中でも、半導体レーザは小型で安価であり、しかも変調器が不
要であるので特に好ましく用いられる。
【００７５】
　フィルタ２８としては放射線画像変換パネル２３から放射される輝尽発光を透過し、輝
尽励起光をカットするものであるから、これは放射線画像変換パネル２３に含有する蛍光
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体の輝尽発光波長と輝尽励起光源２４の波長の組合わせによって決定される。
【００７６】
　例えば、輝尽励起波長が５００～９００ｎｍで輝尽発光波長が３００～５００ｎｍにあ
るような実用上好ましい組合わせの場合、フィルタとしては例えば東芝社製Ｃ－３９、Ｃ
－４０、Ｖ－４０、Ｖ－４２、Ｖ－４４、コーニング社製７－５４、７－５９、スペクト
ロフィルム社製ＢＧ－１、ＢＧ－３、ＢＧ－２５、ＢＧ－３７、ＢＧ－３８等の紫～青色
ガラスフィルタを用いることができる。又、干渉フィルタを用いると、ある程度、任意の
特性のフィルタを選択して使用できる。光電変換装置２５としては、光電管、光電子倍増
管、フォトダイオード、フォトトランジスタ、太陽電池、光導電素子等光量の変化を電子
信号の変化に変換し得るものなら何れでもよい。
【実施例】
【００７７】
　以下、本発明を実施例を挙げて具体的に説明するが、本発明の実施態様はこれらに限定
されるものではない。
【００７８】
　実施例
　《放射線画像変換パネル試料１～８（実施例１～８）の作製》
　表１に示した条件で、１ｍｍ厚の結晶化ガラス（日本電気ガラス社製）支持体の表面に
図２で示した蒸着装置（但し、θ１＝５度、θ２＝５度に設定する）を用いて輝尽性蛍光
体（ＣｓＢｒ：Ｅｕ）を有する輝尽性蛍光体層を形成した。
【００７９】
　図２に示した蒸着装置においては、アルミニウム製のスリットを用い、支持体とスリッ
トとの距離ｄを６０ｃｍとして、支持体と平行な方向に支持体を搬送しながら蒸着を行な
い、輝尽性蛍光体層の厚みが３００μｍになるように調整した。
【００８０】
　尚、蒸着にあたっては、前記支持体を蒸着器内に設置し、次いで、蛍光体原料（ＣｓＢ
ｒ：Ｅｕ）を蒸着源としてプレス成形し水冷したルツボにいれた。
【００８１】
　その後、蒸着器内を一旦排気し、その後Ｎ2ガスを導入し０．１３３Ｐａに真空度を調
整した後、支持体の温度（基板温度ともいう）を約３５０℃に保持しながら、蒸着した。
【００８２】
　輝尽性蛍光体層の膜厚が３００μｍとなったところで蒸着を終了させ、次いで、この蛍
光体層を温度４００℃で加熱処理した。
【００８３】
　その後、蛍光体層上に表１に記載の屈折率になるように前記蒸着装置を用いて透明保護
膜を形成した。
【００８４】
　実施例１～３ではポリアミンにＭＤＡ（メチレンジアミン）を用い、ポリイソシアネー
トを所定の屈折率になるように炭素数７～１４の脂肪族イソシアネートの中から選定、調
整した。
【００８５】
　実施例４～８では脂肪族ポリアミンＨＭＤＡ（ヘキサメチレンジアミン）を用い、ポリ
イソシアネートを所定の屈折率になるように炭素数７～１４の脂肪族イソシアネートの中
から選定、調整した。また実施例７ではシリコン系骨格を有するイソシアネートを用い、
調整した。表１中に透明保護膜形成後のプレート熱処理温度を記載した。
【００８６】
　《鮮鋭性評価》
　放射線画像変換パネル試料の鮮鋭性は、変調伝達関数（ＭＴＦ）を求めて評価した。
【００８７】
　ＭＴＦは、放射線画像変換パネル試料にＣＴＦチャートを貼賦した後、放射線画像変換
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パネル試料に８０ｋＶｐのＸ線を１０ｍＲ（被写体までの距離：１．５ｍ）照射した後、
１００μｍφの直径の半導体レーザ（６８０ｎｍ：パネル上でのパワー４０ｍＷ）を用い
てＣＴＦチャート像を走査読み取りして求めた。表の値は、２．０ｌｐ／ｍｍのＭＴＦ値
。
【００８８】
　《輝度、輝度分布の評価》
　輝度はコニカミノルタ（株）製Ｒｅｇｉｕｓ３５０を用いて評価を行った。
【００８９】
　鮮鋭性評価と同様にＸ線をタングステン管球にて８０ｋＶｐ、１０ｍＡｓで爆射線源と
プレート間距離２ｍで照射した後、Ｒｅｇｉｕｓ３５０にプレートを設置して読みとった
。得られたフォトマルからの電気信号を元に相対評価を行った。試料２の輝度１．０とし
、後はその相対値で表した。
【００９０】
　撮影された面内のフォトマルからの電気信号分布を相対評価し、標準偏差を求め、それ
ぞれ各試料の輝度分布（Ｓ．Ｄ）とした。
【００９１】
　上記の各々の評価が良好であると賦活剤が均一に蛍光体母体結晶内部に含有されている
。
【００９２】
【表１】

【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】本発明の放射線像変換パネルの構成の一例を示す概略図。
【図２】蒸着により支持体上に輝尽性蛍光体層を作製する方法の一例を示す概略図。
【符号の説明】
【００９４】
　１１　支持体
　１２　輝尽性蛍光体層
　１３　柱状結晶
　１４　柱状結晶間に形成された間隙
　１５　支持体ホルダ
　２１　放射線発生装置
　２２　被写体
　２３　放射線像変換パネル
　２４　輝尽励起光源
　２５　該変換パネルにより放射された輝尽蛍光を検出する光電変換装置
　２６　画像再生装置
　２７　画像表示装置
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　２８　フィルタ

【図１】

【図２】
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